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　ここからは、令和４年度の安平町の予算についてご説明しています。
　町政執行方針・教育行政執行方針で示された事業がどのように予算化されているかを中心にまとめています。

未来へつながる復興と人口確保対策の展開

新型コロナウイルス感染症に対応した取組みの展開

空き地活用住宅建設補助事業 
　震災により公費解体した土地を購入し住宅を建設する方に対して 20
万円を支給します。

事業費　100 万円
（寄：100 万円）

こころの相談事業 
　震災により被災された方の自殺予防を目的としたメンタルケアと、
こころの健康づくりアンケートを行います。

事業費　60 万円
（国：40 万円）

仮設店舗設置事業 
　仮設店舗用地の賃借料に係る経費です。

事業費　42 万円
（使用料 36 万円）

商工業事務所移転建設費用助成事業 
　町内商工業者の町外への事業所移転の抑制を図るため、震災における
商店街の空き地空洞化対策として、町内商工業者における事業所等の移
転や町外からの事業所等の移転に係る費用の助成を行います。

事業費　100 万円

避難所非常用電源対策事業 
　追分公民館の非常用電源対策を実施するため、改修工事を行います。

 事業費　2,404 万円
（町：2,400 万円）

公立学校施設災害復旧事業 
　早来中学校仮設校舎のリース料、機械警備業務委託料及び仮設校舎
の解体を実施するにあたり、今年度は建具等の撤去工事を行います。

事業費　707 万円
（寄：707 万円）

伝送用専用線設備復旧事業 
　「義務教育学校」新校舎に光ファイバーの敷設工事を実施します。

事業費　1,595 万円
（国：797 万円）
（町：710 万円）

移住促進事業
　移住定住ホームページをはじめとする各種媒体によるPR事業などにより、
多くの方に安平町の良さを知ってもらい、人口の減少を抑える移住促進に取
組みます。
①移住フェア参加　②移住促進セットメニュー（移住定住ホームページ制作、
分譲地広告等）　③子育て支援事業

 事業費　267 万円
（国：67 万円）
（財：４万円）

あびら移住暮らし協議会運営補助事業
　行政が主体となって行っていた移住定住に係る取組みを町内事業者、公共
的団体、行政等の幅広い主体の参画により、移住希望者等を迎え入れる体制
を整え、「移住者と町民」の「交流と協働」を通じた「新しいつながりづくり」
による地域活性化を図り、移住定住と暮らしに関する取組みを推進するため、
新たに設立するあびら移住暮らし協議会への補助を行います。

事業費　1,181 万円
（国：265 万円）

職員庶務管理システム整備事業 
　感染リスクの抑制と新しい生活様式への対応として、行政事務の電子
化と職場内での職員の接触機会を低減させることで快適な職場空間の確
保を図るため、現在利用している庶務管理システムの機能追加を行います。

事業費　333 万円
（国：333 万円）

国：国庫支出金　　　道：道支出金　　　諸：諸収入　　　寄：寄付金　　　使：使用料及び手数料　　　町：町債　　　
繰：繰入金　　　　　財：財産収入　　　受：受益者負担金

新

新
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ニューノーマル・ウィズコロナに対応したデジタル化推進事業 
　デジタル化推進として、オンライン会議システム及びペーパーレス
化推進に向けて必要となるOA機器や全庁的なWi-Fi整備を行います。

事業費　990 万円
（国：990 万円）

新型コロナウイルス感染症拡大防止個別旅客等運送緊急対策事業 
　新型コロナウイルス感染拡大防止のための措置として、混乗や待合
による密集を軽減するハイヤーによる個別運送の奨励のため、運賃補
助や、感染防止対策経費の補助を行います。

事業費　355 万円
（国：355 万円）

移住支援事業 
　首都圏に一極集中している若者の UIJ ターンの促進と、地方の担い
手不足を解消することを目的とした国の「わくわく地方生活実現政策
パッケージ事業」により実施するものです。対象となる企業に正職員
として就職された方、起業された方に対し支援金を支給します。
　また、新型コロナウイルス感染症の拡大を契機に地方で働くことを
検討している方等に向けて、企業情報や求人情報を発信していきます。

事業費　337 万円
（国：127 万円）
（道：150 万円）

公共施設に係る「新しい生活様式」への対応事業 
　新しい生活様式に対応するため、公共施設において必要となる非接触
型体温計の購入を行います。

事業費　42 万円
（国：42 万円）

行政手続きのオンライン化に向けたマイナンバーカード普及促進及び
窓口デジタル化推進事業 
　行政手続きのオンライン化の鍵となるマイナンバーカードを普及促
進するための写真撮影サービスと、平時よりオンライン技術を活用し
た相談業務等のデジタル化を推進するため必要となる OA 機器等の整
備を行います。

 事業費　51 万円
（国：51 万円）

新型コロナウイルスワクチン接種対策事業 
　新型コロナウイルスの感染拡大を防止するためのワクチン接種を行
います。

事業費　3,673 万円
（国：3,222 万円）

企業誘致事業 
　地域特性を活かして、企業誘致に向けた PR 活動及び誘致活動を実
施します。
　特に、新型コロナウイルス感染症のまん延を契機に、地方への「事
業所・企業」の流れ促進に向け、首都圏から地方へのサテライトオフィ
スに関心を寄せる企業の誘致を図る取組みを行います。

事業費　1,173 万円
（国：1,120 万円）

（財：18 万円）

観光プロモーション戦略事業
　新型コロナウイルス感染拡大により、全町的に観光施設やイベント等への
来訪者が減少しているため、賑わい創出イベントと各種メディア戦略の両面
から通年にわたるプロモーションを行います。

事業費　498 万円
（国：491 万円）

地域観光拠点 PR 事業
　新型コロナウイルス感染症の拡大により落ち込んだ交流人口や経済効果
を回復させるため、町の拠点となる道の駅の集客性を高める PR を戦略的に
進めます。

事業費　178 万円
（国：178 万円）

道の駅コロナ対策備品購入事業
　道の駅来場者の安全確保のため、ペーパータオルやウイルス除去製品等の
購入を行います。

事業費　100 万円
（国：100 万円）

商品開発支援事業
　地域資源等を活用した新ブランドの確立を目指し、新たな特産品の開発や
既存商品の付加価値向上の取組みを支援します。

事業費　452 万円
（国：452 万円）

回遊・交流ステーション形成事業 
　交流人口の拡大に向け、道の駅を核として町内の観光資源を活用し
ながら、町内全体を回遊させるための広告宣伝や回遊イベントを実施
し、まちの活性化を図ります。

事業費　570 万円
（国：550 万円）

新

新

新

新

新
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医療費無料化拡大事業 
　平成 28 年度より医療費無料化の範囲を拡大し、18 歳までの医療費の自
己負担無料化（初診時一部負担金のみ有料）を継続します。18 歳までの医
療費は、初診時一部負担金も無料となります。

事業費　1,654 万円
（道：243 万円）

特定不妊治療費助成事業 
　町内に居住する 43 歳未満の妻のいる夫婦が行う特定不妊治療、不育症
治療費を助成します。
　・特定不妊治療　助成上限 30 万円　・男性不妊治療　助成上限 10 万円
　・不育症治療費　助成上限 20 万円

事業費　200 万円

妊婦交通費助成事業 
　町民である妊婦を対象とし、町外の医療機関へ通院する際の交通費を助
成します。

事業費　114 万円
（道：４万円）

中学生のピロリ菌検査事業 
　中学２年生で、学校健診保護者の同意が得られた生徒に対し検査を実施
します。検査の結果、精密検査、除菌治療を町内医療機関で実施した場合、
費用の一部を助成します。

事業費　10 万円

有料ごみ袋子育て世帯等負担軽減措置事業 
　家庭ごみの有料化に伴う負担軽減措置として、乳幼児や要介護者に対し
月 10 枚の指定ごみ袋（もやせるごみ袋　20 リットル用）を支給します。 
　対象者
　　・３歳未満の乳幼児のいる保護者
　　・要介護３以上と認定された高齢者等を在宅で介護している世帯

事業費　79 万円

子ども発達支援センター備品整備事業 
　専門的な備品を整備し、個々の状況に応じたきめ細やかな早期療育事業
を実施します。

事業費　41 万円

日本型 CFCI モデル検証事業 
　「日本型子どもにやさしいまちモデル検証自治体」として、子どもに優
しいまちづくりに向け、日本ユニセフ協会が開催する委員会に参加及び事
業を実施します。

事業費　15 万円

Ⅰ　子育て・教育Ⅰ　子育て・教育

追分高等学校存続支援事業 
　外国語講師の派遣や学校諸納金、通学費の補助、タブレット端末の
購入補助、各種資格取得受験料を補助します。

事業費　700 万円
（国：36 万円）

スポーツセンター控室等改修事業 
　スポーツセンターの感染防止対策として、アリーナ控室等の拡大改
修及び換気設備の整備を行います。

事業費　5,435 万円
（国：4,829 万円）

小規模保育所創設・運営補助事業
　安心して子どもを産み、育てられる環境づくりに取組むため、入園児童数が多
くなっているはやきた子ども園について、待機児童が発生しないよう、民間法人
が行う保育施設の運営に対する支援を行います。

事業費　153 万円

基本施策１（子育て支援）　地域で子どもを産み育てられる環境づくりの推進

基本施策２（就学前教育）　子どもが安心して遊び・学べる環境づくりの推進

新
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認定こども園運営費等補助事業 
　認定こども園の入園児の処遇向上、健康管理や職員研修事業、給食費軽
減補てん事業に対して補助金を交付します。

事業費　100 万円

はやきたこども園地先道路改良舗装事業 
　みなくる側駐車場利用者の道路横断等の危険解消のため、町道を廃止し、
歩道の設置を行います。

事業費　248 万円

はやきたこども園床張替事業 
　劣化により表面のコーティング等が剥離している中央ホールの床の張替
を行います。

事業費　800 万円
（寄：800 万円）

医療的ケア児特別教育・保育事業 
　「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の施行に伴い、
医療的ケア児の心身の状況等に応じた適切な支援を行うため、支援体制構
築を実施します。

事業費　37 万円

保育教諭確保事業 
　不足している保育教諭を確保するため、認定こども園に勤務する保育資
格を有しない保育補助者等が、保育士資格を取得した場合に、その資格取
得費用を支援します。

事業費　82 万円

新

新

新

新

新

新

新

新

基本施策３（学校教育）　夢と希望を実現する力を育む学校教育の充実

早来小中学校建設事業
　「義務教育学校」の開校に向けて、建設工事、早来小学校解体工事、建設
工事監理業務委託、ICT 環境開発業務委託、学校施設備品購入を行います。

事業費　24 億 3,198 万円
（国：７億 7,839 万円）

（町：14 億 6,720 万円）
（寄：１億 1,000 万円）　

（繰：4,139 万円）
義務教育学校開校準備事業
　学校と町民が施設を併用する「共用スペース」の備品整備や校章・校歌
制作、校旗の作成購入を行います。

事業費　441 万円 
（繰：91 万円）

学校施設整備事業
　安全で快適な教育環境を提供するため、計画的に整備を行います。
　①追分小学校放送設備改修工事　　　　　　61 万円
　②追分小学校個別暖房機械工事　　　　　　25 万円
　③追分小学校階段手摺設置工事　　　　　　44 万円
　④安平小学校体育館床ウレタン塗装工事　　44 万円
　⑤遠浅小学校体育館床ウレタン塗装工事　　44 万円
　⑥早来中学校体育館解体工事　　　　　　3,691 万円

事業費　3,909 万円

小学校社会科副読本作成事業
　地域への関心、理解を深めるために作成している小学校３・４年生用社
会科副読本「あびら」について、内容の追加を行い配付します。

事業費　92 万円

みんなの学校を作る会運営事業
　学校の丘の整備に向け、各種研修や講師を招いた講話、アンケートの実
施をします。

事業費　37 万円

ICT 機器整備事業
　ICT 化に対応するため、電子黒板、大型ディスプレイ、プロジェクター
等の整備を行います。

事業費　2,081 万円
（国：1,041 万円）

教育 ICT 環境構築による地域コミュニティ活性化事業
　校務支援システムの導入により ICT 環境の充実を図り、学校現場での業
務効率を向上させるとともに、教師が子どもに向き合う時間の確保、地域
に積極的に関わることの推進につなげます。

事業費　5,369 万円
（国：2,674 万円）



16

基本施策４（追分高等学校）　地域と連携した追分高等学校の魅力づくりへの支援

基本施策６（青少年教育）　まちへの愛着と誇りを育む「ふるさと教育」の推進

基本施策５（家庭教育）　家庭・地域の教育力の強化

※今年度は、該当する事業がありません。

令
和
４
年
度　
予
算
の
概
要

あびら教育プラン推進事業
　地域の教育活動と連携した学校の教育活動を展開し、児童生徒のふるさとへの
愛着と誇りを育む教育、学校職員の負担軽減、学校と地域の一体感の醸成を目指
すための事業を行います。

事業費　1,939 万円
（国：969 万円）

中学校部活動指導員導入事業 
　部活動に係る専門的な知識・技能を有する指導員を配置し、教職員の負
担軽減や部活動の適正な実施を図ります。

事業費　220 万円
（道：122 万円）

早来地区小中学校閉校・開校記念事業 事業費　200 万円
教員働き方改革推進事業 事業費　52 万円

（国：26 万円）
小学校備品及び教材購入事業 事業費　93 万円
中学校備品及び教材購入事業 事業費　61 万円
学校給食費検討会事業 事業費　11 万円
学校給食センター施設備品・機器整備事業 事業費　293 万円
医師送迎業務委託事業 事業費　12 万円
小学校複合機導入事業 事業費　330 万円
学習用タブレット端末整備事業 事業費　203 万円

（国：102 万円）

追分高等学校存続支援事業【再掲】 事業費　700 万円
（国：36 万円）

広島平和記念式典派遣事業
　戦争の悲惨さを肌で感じ、平和について考える力を培うことを目的に、
児童・生徒を広島平和記念式典に派遣します。

事業費　131 万円

文化・スポーツ大会参加助成事業
　全道・全国・国際規模で開催される大会等で活躍する児童生徒及び町内
在住の高校生又は青年（大学生以上）の町内の文化・スポーツ団体又は個
人を対象に、大会参加費や遠征費を助成します。

事業費　196 万円 
（繰：196 万円）

新

新

新

新

新

Ⅱ　人づくり・コミュニティⅡ　人づくり・コミュニティ

まちづくり事業支援交付金事業
　まちづくりへの積極的な参加を促していくことを目的に、コミュニティ
団体やボランティア団体等が行うまちづくり事業（ソフト・ハード）に対
して、交付金を交付します。

事業費　900 万円 
（繰：900 万円）

基本施策１（地域コミュニティ）　地域コミュニティ活動の活性化の推進
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町有施設活性化事業
　「みずほ館」の一部を活用し「コミュニティレストラン」を開設（月・金
曜日９時３０分～ 16 時 30 分）するほか、地域住民と地域外の住民との交
流の場として活用します。

事業費 70 万円 
（繰：70 万円）

地域おこし協力隊活用事業
　地域資源を活かした地域づくり活動に意欲のある都市住民を受け入れ、
地域力の維持・強化を図ります。（あびら教育プラン推進員３名、シティプ
ロモーション推進員１名、企業経営強化型１名、創業実践者２名、みんな
の居場所つくり隊員１名、回遊交流推進員１名、移住・交流推進員２名）

事業費 4,406 万円

集落支援員活用事業
　町民と行政の協働のもとに、地域の実情及び時代の変化に対応した地域
の維持・活性化を図るため、国の制度を活用し「集落支援員」３名を配置
します。

事業費 1,042 万円

地区別計画策定・協働体制構築事業
　地域コミュニティの再生に向けて、地域課題の共有と解決に向けた取り
組みを展開する地区別計画を策定するため、地域協議体の設立及び地域プ
ランの策定準備に対し交付金を交付します。

事業費 100 万円 
（繰：100 万円）

地域活性化起業人活用事業
　三大都市圏に所在する民間企業の社員を一定期間町内に受入れ、民間企
業で培った専門知識や業務経験、ノウハウや知見を活かしながら地域独自
の魅力や価値の向上等につながる業務に従事してもらい地域活性化を図り
ます。

事業費 273 万円

スマホメンター育成事業 事業費 92 万円

基本施策２（協働のまちづくり）　多様な主体と行政による協働のまちづくりの推進

追分公民館整備事業
　建築から 20 年以上が経過し老朽化していることから、計画的に設備修繕
を行います。令和４年度は、追分公民館の加圧給水ポンプユニット取替と、
機械室各種計器類取替を行います。

事業費 394 万円

遠浅公民館整備事業
　ガラス清掃を行います。

事業費９万円

安平公民館整備事業
　老朽化に伴う食器棚と下駄箱の設置工事及び環境整備用の刈払機の購入
を行います。

事業費 130 万円

早来町民センター整備事業
　ワイヤレスマイクの更新を行います。

事業費 30 万円

公民館図書室整備事業
　早来・追分公民館図書室と町立小中学校の蔵書データの統合やクラウド
移行、両公民館図書室に検索用端末の導入を行うための図書管理システム
や備品の整理を行います。

事業費 645 万円
（国：238 万円）
（繰：340 万円）

基本施策３（生涯学習・社会教育）　将来のまちづくりを担う人材の育成

新

新

新

鉄道資料館整備事業
　道の駅あびら D51 ステーションに併設する鉄道資料館の施設運営業務、
車両整備や運行業務の委託を行う経費です。

事業費 379 万円 
（繰：379 万円）

基本施策４（芸術・文化）　芸術文化の振興と文化財の保護・活用

新

新

新
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ときわテニスコート整備事業
　ときわテニスコートのフェンス改修工事を実施します。

事業費 117 万円

安平山スキー場整備事業
　スキー場リフトの保守点検とオイル交換を行います。

事業費 103 万円

せいこドーム整備事業
　

事業費 714 万円
（国：661 万円）

スポーツセンター控室等改修事業【再掲】 事業費 5,435 万円
（国：4,829 万円）

追分町民プール整備事業 事業費 21 万円
ときわ球場整備事業
　ナイター照明の LED 化とフェンス安全カバーの設置を行います

事業費　696 万円
（繰：238 万円）

男女共同参画推進事業
　安平町男女共同参画基本計画に基づき、審議会等への女性委員の登用率
向上や啓発活動を行います。

事業費 1 万円

人権啓発地方委託事業
　地域に密着した多様な人権啓発活動を実施することにより、人権尊重の
理念に関する正しい理解と人権尊重思想の普及高揚を図ります。

事業費事業費　62 万円
（道支出金 59 万円）

ふるさと会推進事業
　町の更なる交流人口の拡大に向けた取組みとして、東京あびら会の活動
に対して、助成金を交付します。

事業費 95 万円 
（繰：95 万円）

アイスゲット大会開催事業
　「アイスゲット」によるスポーツ交流を通じて地域住民の交流を図り、地
域の一体感の醸成を図ります。

事業費 57 万円 

基本施策５（スポーツ振興）　生涯スポーツの振興

基本施策６（男女共同参画）　平等と多様性を尊重した社会づくりの推進

基本施策７（交流）　地域間交流・国際交流の推進

新

新

新

農業振興地域等整備事業
　平成 22 年に見直しをした農業振興地域計画を現状土地利用の状況に合わ
せ見直しを行います。

事業費 295 万円

緑肥導入促進事業
　緑肥種子代に対して補助します。
　　・町　1/4、JA　1/4

事業費 240 万円 
（繰：240 万円）

地域農業支援システム整備事業
　耕畜連携や農業機械等の共同利用を行う農業団体等が必要とする機械・
施設等の整備に対して補助します。

事業費 500 万円 
（繰：500 万円）

基本施策１（農林業）　持続可能な農林業の振興

Ⅲ　経済・産業Ⅲ　経済・産業

新
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土壌分析推進事業
　JA 土壌診断センターへの移行に伴い町内農業者の負担軽減を図るため、
分析経費の一部負担及び生産者利用料に対して助成します。
　　・分析経費の一部負担　１点当たり 1,500 円
　　・農業者利用料助成　　1/2

事業費 153 万円 
（繰：153 万円）

新

新

有機農業産地づくり推進事業
　環境にやさしい農業を推進するため、有機農業産地づくり推進事業に取
組む安平町農業再生協議会へ補助を行います。

事業費 70 万円
（道：70 万円）

エゾシカ総合対策事業
　エゾシカによる農林業等被害防止対策として、狩猟免許取得費用や、く
くり罠の購入費用に対して助成します。

事業費 18 万円

耕畜連携支援事業
　畑作農家と酪農家が連携して自給飼料の確保を図る酪農家に対して補助
します。

事業費 384 万円 
（繰：384 万円）

ゲノミック評価による和牛改良事業
　黒毛和種繁殖牛群の更なる高位平準化を図るため、遺伝子解析費に対し
て補助金を交付します。

事業費 60 万円 
（繰：60 万円）

酪農・畜産特別対策事業
　酪農・畜産の基盤強化と経営安定を図るため、補助金を交付します。
　　・乳用牛導入・自家保留　１頭当たり 2 万円
　　・草地更新　種子購入費の 20％の補助

事業費 112 万円 
（繰：112 万円）

公共牧場施設管理強化対策事業
　旭陽牧場の草地改良事業に対する補助を行います。

事業費 250 万円 
（繰：250 万円）

追分地区水利施設等保全高度化事業（畑地帯担い手育成型）
　国営かんがい排水事業の末端整備として道営追分地区の農地整備事業を
行います。

事業費 2,117 万円 
（町：2,110 万円）

春日地区水利施設等保全高度化事業（畑地帯担い手育成型）
　国営かんがい排水事業の末端整備として道営春日地区の農地整備事業を
行います。

事業費 1,377 万円 
（町：1,370 万円）

農地耕作条件改善事業（安平第４地区）
　平成 24 年度より実施してきた農業基盤整備事業から移行されたもので継
続して事業実施を行います。

事業費 3,021 万円
（国：1,726 万円）
（受：1,295 万円）

次世代農業促進生産基盤整備特別対策事業（新栄地区）
　農業者が必要な基盤整備に積極的に取組めるよう、道と町が連携して農
家負担の軽減を図ります。

事業費 77 万円 
（道：38 万円）

農業次世代人材投資事業
　次世代を担う農業者を目指す者に対し、就農の検討・準備段階から就農
開始を経て経営を確立するまで総合的な支援を行います。

事業費 997 万円 
（道：996 万円）

新規就農対策事業
　新規就農者の受入体制整備の取組に対して助成金を交付します。

事業費 818 万円 
（繰：777 万円）

新規就農者総合育成対策事業
　農業への人材の一層の呼び込みと定着を図るため、経営発展のための機
械・施設等の導入に対して支援を行います。

事業費 788 万円 
（道：788 万円）

ホッカイドウ競馬協賛事業 事業費 45 万円 
（繰：45 万円）

環境保全型農業直接支払交付金事業 事業費 2,275 万円 
（道：1,711 万円）

新

新
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機構集積協力交付金 事業費 105 万円 
（道：105 万円）

アライグマ駆除用資材購入事業 事業費 46 万円
草地畜産基盤整備事業 事業費 703 万円

（受：703 万円）

安平川遠方管理センター前舗装修繕事業 事業費 30 万円
町道街路樹（サクラ）維持管理事業 事業費 71 万円
私有林等整備事業 事業費 565 万円

（繰入金 565 万円）
民有林造林推進対策事業 事業費 895 万円

（道：724 万円） 
（繰：171 万円）

森の輪プロジェクト事業
　発達に合わせて五感を通じて木のぬくもりに触れることで地域や自然に
愛着を持って健やかな成長に繋げていくため、森の輪プロジェクト事業と
して、生後３ヵ月前後の乳幼児向けに木の輪を作成し配布します。

事業費 41 万円 
（繰：41 万円）

森林・山村多面的機能発揮対策交付金事業 事業費３万円
町有林造林事業 事業費 680 万円 

（道：395 万円） 
（繰：285 万円）

森林機能発揮対策整備事業 事業費 50 万円 
（繰：50 万円）

あびらブランド構築事業
　町内で商品開発や販路拡大を目指す事業者や生産者を対象に、消費者ニー
ズに沿った質の高い商品開発やターゲットへの確実な情報発信を実現する
体制整備を図ります。

事業費 550 万円 
（繰：550 万円）

工業団地等管理事業
　臨空工業団地の老朽化が進んでいる水道施設について計画的な改修を行
います。

事業費 330 万円 
（繰：330 万円）

企業誘致事業【再掲】 事業費 1,173 万円
（国：1,120 万円）

　（財：18 万円）

商品開発支援事業【再掲】 事業費 452 万円 
（国：452 万円）

基本施策２（企業誘致）　恵まれた立地条件を活かした企業誘致の促進

基本施策３（産業振興・雇用就労）　産業振興と雇用・就労対策の促進

新

新

新

新

新

新

多面的機能支払交付金事業 事業費１億 1,261 万円 
（道：8,446 万円）

基幹水利施設管理事業 事業費 110 万円
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創業者等支援事業
　商工事業者の高齢化や後継者の不在などにより空店舗が増加傾向にある
ことから、地元での創業を目指す方に対し、店舗賃借料や改修経費並びに
人材育成に係る経費を助成します。

事業費 250 万円 
（国：125 万円）

創業塾支援事業
　起業創業の促進を図るため、安平町創業等支援事業計画に基づく創業塾
開催に対する経費を支援します。

事業費 30 万円

あびら起業家カレッジ事業
　町内に不足する業種等のビジネスモデルの提案や首都圏在住の起業創業
希望者のマッチングを図る「起業創業と移住」を連動させた取組みを実施
します。

事業費 676 万円 
（国：338 万円）

道の駅修繕整備事業 事業費 84 万円
観光プロモーション戦略事業【再掲】 事業費 498 万円 

（国：491 万円）
地域観光拠点 PR 事業【再掲】 事業費 178 万円 

（国：178 万円）
道の駅コロナ対策備品購入事業【再掲】 事業費 100 万円 

（国：100 万円）
地域の魅力磨き上げ事業
　いぶり五大遺産むかわ竜と連携し、地域の魅力磨き上げ及び道の駅を拠
点とした町内への回遊交流・経済波及の促進を図ります。

事業費 380 万円

道の駅交通警備事業 事業費 199 万円
（繰：199 万円）

回遊・交流ステーション形成事業【再掲】 事業費 570 万円 
（国：550 万円）

観光協会補助事業
　（一社）あびら観光協会に対し運営事業費などを補助します。

事業費 1,200 万円
（繰：1,200 万円）

基本施策４（観光）　公民連携による回遊・交流事業の促進

新

新

緊急対策安平町消費拡大地域活性化事業
　安平町商工会で実施する一般消費者への経済支援及び地域消費の活性化
を目指す「安平町にっこり商品券」発行に係る経費に対して支援します。

事業費 3,188 万円 
（繰：3,188 万円）

商店街ポイントカード統合・行政ポイント付与事業
　商店街ポイントカードについて、地域内通貨として行政、商工会が一体
となって事業を実施し、魅力ある商店街づくりを支援します。

事業費 512 万円 
（国：100 万円）

中心市街地にぎわい創出事業
　商店街振興の一翼を担うイベントの開催を支援するとともに、街中拠点
施設を活用した団体に対し助成金を交付し支援します。

事業費 48 万円

チャレンジショップ事業
　震災に伴い、早来地区では商店街における空き地も生じていることから、
トレーラーハウスを活用したチャレンジショップを開設し、まちの活性化
を図ります。

事業費 195 万円 
（使：24 万円）

基本施策５（商業）　交流人口の拡大と連動した商業の活性化



22

令
和
４
年
度　
予
算
の
概
要

新

地域医療提供体制維持費等補助事業
　町内の地域医療提供体制の構築を促進し、町民の保健衛生の向上と医療
の確保を図るために必要となる医療機関の安定した経営及び運営に要する
経費の一部を助成し、地域医療の存続と充実を図ります。
　　①かかりつけ医確保助成　　　　1,680 万円（町：1,680 万円）
　　②専門医確保助成　　　　　　　1,080 万円（町：1,080 万円）
　　③医療機器等購入費助成　　　　1,000 万円
　　④新規看護師等雇用助成　　　　　260 万円（町：260 万円）
　　⑤町外通院移送車運行支援助成　1,000 万円
　　⑥新規医療機関開設支援助成　　1,500 万円

事業費 6,520 万円

基本施策２（医療）　地域医療体制の確保

地域支え合い事業
　地域でお互いが助け合い支え合い、住み慣れた地域で安心して暮らせる
体制を構築するため、地域福祉の推進を図るための活動に対して交付金を
交付します。

事業費 87 万円 
（繰：87 万円）

地域福祉を支える人材育成支援事業
　地域福祉を支える人材の育成及び確保を図るため、各種福祉ボランティ
アの資格取得に要した受講料及びテキスト代等の２分の１（上限２万円）
を助成します。

事業費 10 万円 
（繰：10 万円）

基本施策３（地域福祉）　支え合いと助け合いによる地域福祉の推進

健康寿命延伸事業
　水中運動教室やヨガ教室などによる健康増進対策と併せ、体成分測定や
血液検査を実施するとともに保健師の訪問等による保健指導体制の強化に
より、町民の健康寿命の延伸を図り医療費の抑制を目指します。

事業費 152 万円
（道：51 万円）

インフルエンザ予防接種事業
　高齢者のインフルエンザ予防接種とあわせ、子どものインフルエンザ予
防接種に対して助成します。

事業費 625 万円 
（繰：128 万円）

高齢者の肺炎球菌接種費助成事業
　65 歳以上の方が５年に１度行う肺炎球菌予防接種事業に係る自己負担額
について一律 3,240 円にします。

事業費 68 万円 
（繰：11 万円）

ピロリ菌検査事業
　ピロリ菌由来の胃がん発症を予防するため、がん検診にあわせてピロリ
菌血液検査を行います。

事業費 24 万円

眼底検査事業
　40 歳以上の希望者を対象に町内医療機関で眼底検査を自己負担無料で実
施します。

事業費 15 万円

緊急風しん抗体検査事業 事業費 220 万円 
（国：74 万円）

健康管理システム整備事業 事業費 54 万円

新型コロナウイルスワクチン接種対策事業【再掲】 事業費 3,673 万円
（国：3,222 万円）

基本施策１（保健）　町民との連携・協働による健康づくりの推進

Ⅳ　健康・福祉Ⅳ　健康・福祉
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基本施策４（しょうがい者福祉）　共生社会の実現に向けたしょうがい者福祉の推進

基本施策５（高齢者福祉）　シルバー世代が活躍できる社会の推進

※今年度は、該当する事業がありません。

基本施策６（社会保障）　社会保障制度の充実

※各特別会計への繰出金として対応し、今年度は、該当する事業がありません。

基本施策１（環境・景観保全）　豊かな自然環境・美しい景観の保全と活用

Ⅴ　生活環境・生活基盤Ⅴ　生活環境・生活基盤

早来斎場施設修繕事業
　共用開始から 30 年以上経過し、老朽化していることから、計画的に設備
修繕を行います。令和４年度は、早来斎場火葬炉設備タッチパネル交換を
行います。

事業費 27 万円

町内街灯整備事業 事業費 1,459 万円 
（繰：1,459 万円）

公共施設 LED 化事業
　消費電力量と電気料金の削減を図るため、町内公共施設等の LED 化を推
進します。

事業費 515 万円

再生可能エネルギー導入目標策定事業
　2050 年までのカーボンニュートラルの実現及び地球温暖化対策の推進に
関する法律を踏まえ、安平町としての目標値並びに具体的施策等の計画化
を行います。

事業費 998 万円
（国：748 万円）

都市計画マスタープラン及び立地適正化計画策定事業
　社会経済情勢の変化に対応し、将来にわたり持続可能なまちづくりを進
めていくため、都市計画マスタープランの見直しに合わせ、立地適正化計
画を策定し、持続可能でコンパクトなまちづくりを進めていきます。

事業費 767 万円
（国：550 万円）

基本施策２（循環型社会）　資源循環型社会の構築

基本施策３（土地利用）　効果的な土地利用の推進

生きがいポイント事業
　町民同士が互いに助け、支えあいながら地域社会における福祉サービス
を充実させていくため、町等主催のボランティア活動事業に対して、地域
内消費と連動した商店街ポイントを付与する「生きがいポイント事業」を
実施します。

事業費 20 万円

新

東胆振圏域における成年後見支援センター広域化事業
　東胆振圏域における成年後見支援センター広域化に伴い、苫小牧市社会
福祉協議会に中核機関を設置するための事業として実施します。

事業費 307 万円
（道：200 万円）

介護職の人材育成及び確保に対する助成事業
　介護事業所の人手不足の解消と追分高校生及び町内に在住する高校生の
就職支援を兼ね、専門学校等で人材育成を行い、地元の介護事業所に就職
してもらい、人材不足を解消するため、月額５万円を助成します。

事業費 180 万円 
（繰：180 万円）
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水道整備事業
　水道施設の老朽化の解消を図り、更に追分地区の営農用水を道営事業に
より整備することで安心・安全な水の供給を目指します。

事業費 5,979 万円

クラウドを活用したスマート検針事業
　農村地区における水道検針にスマートメーターを導入し、漏水事故の早
期発見等を図ります。

事業費 365 万円 
（国：182 万円）

追分地区簡易水道再編推進事業 事業費 2,312 万円 
（町：2,190 万円）

下水道整備事業
　早来・安平処理区及び追分処理区の面整備や浄化センターの適切な維持
管理を行い、快適な生活環境の維持を目指します。

事業費２億 3,203 万円

公園施設整備事業
　①鹿公園整備事業　　　　　　　　　　　８万円【新規】
　②ときわ公園整備事業　　　　　　　8,833 万円【新規】
　③キャンプ場イベント事業　　　　　　78 万円【新規】
　④公園施設長寿命化修繕事業　　　　　625 万円【新規】
　⑤公園施設長寿命化計画策定事業　　2,169 万円【新規】
　⑥町内公園備品購入事業　 　 　 　 　 　 39 万円【新規】

事業費１億 1,752 万円

（寄：8,825 万円）

（繰：504 万円）
（国：550万円、寄：1,619万円）

合併処理浄化槽設置整備事業
　合併処理浄化槽の設置費等にかかる費用の一部を助成します。
　①合併処理浄化槽設置整備補助金　　641 万円
　②水洗化等改造補助金　　　　　　 　30 万円
　③水洗化等改造資金貸付利子負担金　 　２万円

事業費 673 万円 
（町：320 万円）

道路維持管理備品購入事業 事業費 147 万円
道路施設長寿命化修繕事業
　路面性状調査を実施し、道路施設長寿命化修繕計画の更新を行います。

事業費 655 万円 
（繰：655 万円）

除雪運行管理システム運用事業 事業費 276 万円 
（国：138 万円）

通学路安全対策事業 事業費 396 万円

若草団地西３号線路面排水施設補修事業 事業費 473 万円

センターブリッジロードヒーティング補修事業 事業費 285 万円

湯の沢富岡線田口地先排水整備事業 事業費 297 万円

遠浅酪農２号線改良舗装事業
　整備から約 40 年が経過し舗装の劣化が進んでいることから、道路交通の
安全性を確保するため改良舗装を実施するものです。令和４年度は簡易設
計を行います。

事業費 284 万円

緑丘東早来線排水整備事業 事業費 736 万円 
（寄：736 万円）

橋梁長寿命化修繕事業 事業費 900 万円 
（国：540 万円）

基本施策４（生活インフラ）　住民生活を支えるインフラ整備の推進
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道路橋定期点検事業
　道路橋を定期点検することで、状況を把握し安全性・信頼性を確保します。

事業費 1,500 万円 
（国：900 万円）

情報通信基盤整備事業
　光回線の整備に伴い不要となる「あびらネット」及び「衛星インターネッ
ト」の撤去を実施します。

事業費 2,804 万円 
（繰：2,804 万円）

社会教育等施設光インターネット環境構築事業
　安平・遠浅公民館及び安平山ろく交流センターへ光回線の整備を行い、
安平・遠浅公民館に管理端末の整備を行います。

事業費 103 万円

空き家相談会開催事業
　空き家の流通促進や空き家発生の予防を図るため、町内に空き家を所有
されている方や高齢者等を対象とし、各専門家の相談員による無料の空き
家相談会を開催します。

事業費 69 万円

空き家住宅利用助成事業
　空き家対策の取組みとして、町内の３年以上居住や使用の無い空き家住
宅を活用した場合、助成金を交付します。
　①空き家住宅購入助成　300 万円
　　空き家を購入し、５年以上定住のある方を対象に購入費の 1/2（上限
　　100 万円）助成
　②空き家住宅賃貸リフォーム助成（所有者助成）　150 万円
　　所有者が空き家を賃貸するためリフォームした場合、必要経費の1/2（上
　　限 50 万円）助成
　③空き家活用家賃助成　72 万円
　　同居する 18 歳未満の子供が２人以上いる世帯主（２年を超えて居住予
　　定であること）に空き家を借りた場合に家賃の 1/2（上限２万円 / 月）
　　助成

事業費 522 万円

安平町住宅リフォーム助成事業
　住宅の安全性や居住性の向上を図るリフォームに対して助成します。

事業費 2,250 万円
（国：1,012 万円）
（繰：1,238 万円）

既存住宅耐震改修補助事業
　昭和 56 年５月 31 日以前に着工された住宅の耐震診断費用の 2/3、耐震
診断の結果、現行の耐震関係規定と同程度の性能を満たさないと判断され
た住宅の補強設計費用の 2/3、耐震改修工事費用の 23％を、それぞれ上限
額を設定して補助します。

事業費 129 万円
（国：32 万円）
（道：64 万円）

ラ・ラ・タウン・おいわけフェンス改修事業 事業費 109 万円

基本施策５（住環境整備）　多様なニーズに対応した住環境の整備

定住促進事業（定住促進条例関係）
　町内に居住されている方や新たに町民となる方が、将来にわたって安平
町に生活の基盤をおくことによって、人口増加の期待や定住化が図られる
ことによる町の活性化を目標に取り組みます。
　①住宅建設奨励助成　　260 万円
　　（分譲地 1 件 20 万円分のポイント、分譲地外１件 10 万円のポイント）
　②転入奨励助成　　　　140 万円
　　（分譲地 1 件 20 万円分のポイント、分譲地外１件 10 万円分のポイント）

事業費 1,021 万円 
（繰：1,021 万円）

基本施策６（移住・定住対策）　職住近接を目指した移住・定住対策の推進
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　③子育て助成　　　　　　80 万円
　　（住宅建設奨励助成・転入奨励助成の条件を満たし、15 歳以下の子ど
　　もがいる世帯１件 10 万円分のポイント）
　④新規就農工業奨励金　　40 万円（1 件 20 万円のポイント）
　⑤結婚祝金　　　　　　101 万円
　　（１件４万円分のポイントと１万円相当の町内温泉施設入浴券）
　⑥出生祝金　　　　　　250 万円（1 子５万円分のポイント）
　⑦若者雇用助成　　　　150 万円
　　（従業員：１人 10 万円分のポイント　企業：１人５万円）
　※ポイント：町内加盟店で利用できる「ポイントあびら」
移住促進事業【再掲】 事業費　267 万円

（国：67 万円 )
( 財：４万円）

長期優良住宅建設助成金事業
　町営分譲地の早期販売と住宅建設を促進するため、長期優良住宅を建設
した建設業者に対して助成金を交付します。

事業費　660 万円
（財：660 万円）

移住支援事業【再掲】 事業費　337 万円
（国：127 万円 )
( 道：150 万円）

空き地活用住宅建設補助事業【再掲】 事業費　100 万円
（寄：100 万円 )

民間賃貸共同住宅等建設支援事業
　子育て世帯向けの住まいを確保するため、賃貸共同住宅を建設する方に
対して助成金を交付します。

事業費　2,400 万円
（国：1,080 万円） 
（繰：1,320 万円）

分譲地減額キャンペーン事業
　人口確保対策及び少子化対策に向けて、ラ・ラ・タウン・おいわけ分譲
地の残区画数を限定とした分譲地の減額キャンペーンを実施します。

事業費　53 万円
（国：17 万円）

あびら移住暮らし協議会運営補助事業【再掲】 事業費　1,181 万円
（国：265 万円 )

デマンド交通運行事業
　デマンドバスの運行経費を補助します。

事業費 1,828 万円

循環バス運行事業
　地域公共交通計画に基づく、追分から遠浅までの町内４地区間を跨ぐ移
動ニーズに応える循環バスの運行経費です。

事業費 2,466 万円 
（国：328 万円）
（諸：701 万円）

地域公共交通対策事業
　共通回数乗車券及び総合時刻表の印刷、共通回数乗車券による地域公共
交通使用料に係る経費です。

事業費 464 万円 

地域公共交通利用者助成事業
　循環バス、デマンドバス、町内のハイヤー等を利用して通院や買い物等
へ出掛ける高齢者やしょうがいのある方に、年間最大で 16,500 円分の共通
回数乗車券を交付します。
　対象者
　　・満 70 歳以上で介護保険料第３段階以下の方
　　・障害者手帳所持者または、障害者年金を受給されている方
　　・生活保護世帯、施設入所者、ひとり親世帯または、80 歳以上の方

事業費 489 万円

基本施策７（地域公共交通）　持続可能な地域公共交通の確立
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消防操法訓練大会事業 事業費 152 万円

消防ポンプ自動車更新事業 事業費 492 万円 
（町：270 万円）

安平支署庁舎空調設備維持管理事業 事業費 157 万円

防火水槽改修事業 事業費 116 万円

防災行政無線蓄電池更新事業 事業費 145 万円

防災体制整備事業 事業費 85 万円

下安平幹線排水川柵渠補修事業 事業費 266 万円

新栄の沢１号川補修事業 事業費 1,757 万円

新生川整備事業 事業費 553 万円

児童自転車用ヘルメット贈呈事業 事業費 31 万円

基本施策８（消防防災・交通安全・消費生活）　安全・安心な住民生活の実現

新型コロナウイルス感染症拡大防止個別旅客等運送緊急対策事業【再掲】 事業費 355 万円 
（国：355 万円）

JR 石勝線代替運行事業
　JR 石勝線の減便に伴う対策として、追分駅からタクシーによる代替運行
を行い、住民の足を確保します。

事業費 91 万円

JR 室蘭線利用促進事業
　室蘭線の利用促進を図るため、町民ノーマイカー運動（うまかまつり券）
などを行います。

事業費 90 万円

免許返納者支援事業
　2019 年４月以降に運転免許証を自主返納した満 75 歳以上の方で次の要
件に該当する方に、地域公共交通機関で共通に利用できる「共通回数乗車券」
を交付します。
　　・満 80 歳に達するまでに免許返納を完了した方
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（年間３万３千円分×３年間）
　　・満 80 歳を過ぎて免許返納をした方（年間３万３千円分×１年間）
　　※上記の申請には、運転履歴証明書等の自主返納を証明する書類が必
　　　要です。

事業費 138 万円

防災行政情報告知ネットワークシステム設備整備事業
　平時にも有効に活用できる防災情報伝達手段として、テレビ放送等を利
用し、町内全域に情報発信するエリア放送網のネットワークを構築します。
令和３年度はエリア内受信対策工事を行ないます。

事業費 2,293 万円 
（国：572 万円）

（繰：1,149 万円）

安平町ホームページ制作事業
　町の重要施策等をキャンペーンページとして作成し、情報発信を強化し
ます。

事業費 54 万円

移住定住特設サイト運用事業 事業費 27 万円

町勢要覧作成事業 事業費 275 万円

基本施策１（情報発信）　情報共有と知名度向上につながる発信力の強化

Ⅵ　行財政運営Ⅵ　行財政運営

新

新

新
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シティプロモーション戦略推進事業 事業費 275 万円 
（国：67 万円）

人材育成計画に基づく職員研修事業
　定員適正化計画に基づき職員数が減少する中、人材育成基本方針にある

「求められる職員像」を具現化していくため、職員研修を行うことで個人の
能力開発・向上を図っていきます。

事業費 247 万円

定員適正化計画に基づく職員募集事業
　募集ポスターの作成や、オンラインイベント、インターンシップ受入れ
を実施し、優秀な人材確保を図っていきます。

事業費 387 万円

道路管理研修事業 事業費９万円

職員庶務管理システム整備事業【再掲】 事業費 333 万円 
（国：333 万円）

事務機器整備事業 事業費 83 万円
ニューノーマル・ウィズコロナに対応したデジタル化推進事業【再掲】 事業費 990 万円 

（国：990 万円）
サーバー機器等更新事業 事業費 3,956 万円
働き方改革推進事業 事業費 461 万円 

（繰：337 万円）
自治体 DX 推進事業 事業費 440 万円
総合行政ネットワークシステム運用事業 事業費 684 万円 

（国：379 万円）
行政用端末更新事業 事業費 71 万円
統合型 GIS 整備事業 事業費 1,384 万円 

（国：639 万円）
戸籍情報システム戸籍法一部改正対応改修事業 事業費 120 万円 

（国：120 万円）
社会保障・税番号制度関連機器更新事業 事業費 88 万円
公用車購入事業
　総務課２台、建設課１台

事業費 562 万円

公用車備品設置事業 事業費 36 万円
総合庁舎整備事業 事業費 445 万円
公共施設アスベスト調査事業 事業費 745 万円 

（国：90 万円）
公共施設等支障木伐採事業 事業費 165 万円 

（財：６万円）
町有地整備事業 事業費 399 万円 

（繰：399 万円）

基本施策２（住民サービス）　町民に信頼される開かれた組織づくりの強化

　基本施策３（行財政運営）　将来を見据えた行財政運営の推進

新

新

新

新

新

新
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町有施設 PCB 安定器処理事業 事業費 533 万円
安平町総合計画・後期基本計画策定事業 事業費 79 万円 

（諸：21 万円）
固定資産（土地）見直し事業 事業費 266 万円
固定資産評価替えに伴う鑑定評価事業 事業費 436 万円

公共施設に係る「新しい生活様式」への対応事業【再掲】 事業費 42 万円
（国：42 万円）

行政手続きのオンライン化に向けたマイナンバーカード普及促進及び窓口
デジタル化推進事業【再掲】

事業費 51 万円 
（国：51 万円）

町長・町議会議員選挙事業 事業費 2,051 万円
参議院議員選挙事業 事業費 1,129 万円 

（国：1,129 万円）
知事・道議会議員選挙事業 事業費 698 万円 

（道：698 万円）

耐震改修促進計画見直し事業 事業費 252 万円 
（国：126 万円）
（寄：126 万円）

スクールバス車庫水洗化事業 事業費 160 万円

新

新

新

新

新

新

新

新

令
和
４
年
度　
予
算
の
概
要
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資料編資料編

会計別予算総括表

会 計 別 令和４年度
令和３年度

当初 最終（見込） 当初予算との
比較増減

最終予算との
比較増減

一 般 会 計 10,267,556 8,628,522 9,324,098 1,639,034 943,458

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 906,986 960,666 939,904 △ 53,680 △ 32,918

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計 148,829 139,599 140,868 9,230 7,961

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 1,114,065 928,216 1,059,715 185,849 54,350

公 共 下 水 道 事 業 特 別 会 計 814,229 751,048 706,697 63,181 107,532

総 合 計 13,251,665 11,408,051 12,171,282 1,843,614 1,080,383

単位：千円

単位：千円

予 算 額

町 税 1,945,299

財 産 収 入 31,911

諸 収 入 139,022

そ の 他 1,792,765

地方交付税 2,366,425

国庫支出金 1,451,810

道 支 出 金 428,806
諸 収 入 

（受託事業収入） 13,175

町 債 1,661,044

そ の 他 437,299

合 計 10,267,556

歳　入

歳入の用語・説明

自
主
財
源

町　税 町民税、固定資産税、軽自動車税、たばこ税など

財産収入 土地売払収入、土地や住宅の貸付収入

諸収入 学校給食費、貸付金元利収入

その他 各公共施設使用料や基金繰上金など

依
存
財
源

地方交付税 地方公共団体が等しく事務を行えるよう国が交付する税

国庫支出金 特定の事業目的のために国から町に対して交付される補助金や交
付金

道支出金 特定の事業目的のために北海道から町に対して交付される補助金
や交付金

諸収入 受託事業収入

町　債 事業を実施するために借り入れるお金

その他 地方譲与税、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金など

102 億 6,756 万円102 億 6,756 万円　　
令和４年度　一般会計予算総額　
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単位：千円

単位：千円

款別経費の用語・説明

総 務 費 役場庁舎や自治会館など公共施設の維持管理やまちづくりを行う経費

民 生 費 児童、高齢者、しょうがい者福祉にかかる経費など

衛 生 費 がん検診や健康診査、乳幼児などの各予防接種、ごみ処理にかかる経費

農林水産費 農業や畜産、林業にかかる経費

商 工 費 商工や観光、イベント、企業誘致にかかる経費など

土 木 費 道路や公園、公営住宅にかかる経費

消 防 費 消防や災害対策にかかる経費など

教 育 費 小・中学校の教材費や学校の維持管理費及び生涯学習事業にかかる経費

公 債 費 町の借金の返済金

給 与 費 職員の給与や手当、共済費など

そ
の
他

議 会 費 議員報酬や期末手当、旅費、議会広報の発行経費など

労 働 費 労働者の福利厚生にかかる経費や労働会館の維持管理費

予 備 費 予算外の支出が必要なときのために予備として用意しているお金

予 算 額

総 務 費 1,103,792

民 生 費 1,371,072

衛 生 費 470,938

農林水産費 395,067

商 工 費 200,046

土 木 費 897,740

消 防 費 337,965

教 育 費 3,241,386

災害復旧費 23,017

公 債 費 1,049,973

給 与 費 1,102,605

そ の 他 73,955

合 計 10,267,556

予 算 額

人 件 費 1,373,808

物 件 費 1,803,310

維持補修費 84,183

扶 助 費 413,200

補 助 費 1,705,816
普通建設

（補助） 2,435,493
普通建設

（単独） 461,189
災害復旧事業

（補助） 15,950
災害復旧事業

（単独） 7,067

公 債 費 1,049,973

積 立 金 118,973

貸 付 金 85,000

繰 出 金 708,594

予 備 費 5,000

合 計 10,267,556

歳　出（ 款 別 経 費 ）

歳　出（ 性 質 別 経 費 ）

性質別経費の用語・説明

義
務
的
経
費

人件費 議会議員や監査委員の報酬、特別職・職員・会計年度任用職員の
給与等

扶助費 児童の保育費、児童手当、しょうがい者自立支援費等の社会保障費

公債費 建設事業をする際に借り入れた起債（借金）の返済金

投
資
的
経
費

普通建設（補助） 道路や公住、学校等の建設に国や道の補助を受け実施する事業

普通建設（単独） 道路や会館、公園等の建設に国や道の補助を受けないで実施する事業

消
費
的
経
費

物件費 施設の維持管理に必要な光熱水費、管理委託料など

補助費等 各種団体への補助金や消防組合、ごみ処理組合などへの負担金

維持補修費 道路や施設を良好な状態に保つため修繕を行う経費

そ
の
他
経
費

積立金 各基金に積み立てをするお金（貯金）

貸付金 町が福祉等の特定の目的に現金の貸し付けを行う経費

繰出資金 他の特別会計に繰り出すお金

予備費 緊急な対応が必要なときに使う経費
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補助金・交付金・助成金等一覧

補助金名 補助金額
自衛隊協力会補助金 20

防犯協会補助金 140

マチおこし研究所補助金 400

自治振興事業補助金 720

交通安全協会補助金 950

交通安全母の会補助金 54

社会福祉協議会補助金 22,499

老人クラブ補助金 779

高齢者事業団補助金 1,250

認定こども園運営費補助金 6,752

特別支援教育推進補助金 9,974

子ども・子育て支援事業補助金 28,131

スズメバチ駆除代補助金 250

安平地区連合会補助金 392

酪農ゆとり対策事業補助金 280

胆振東部乳牛検定組合事業補助金 855

ＪＡとまこまい広域酪農祭事業補助金 100

経営改善普及事業等補助金 15,207

追分ふれあいセンターいぶき管理運営経費
補助金 1,850

本町商店街ポケットパーク下水道管理費補
助金 25

青年部地域振興事業補助金 316

町民新年交礼会実行委員会補助金 100

教育研究会補助金 700

ふるさと教育・学社融合補助金 471

コミュニティスクール補助金 104

奨学資金給付事業補助金 1,008

体育・文化後援会補助金 439

女性の集い補助金 200

婦人団体連絡協議会補助金 359

子ども会育成連絡協議会補助金 480

PTA 連合会補助金 305

国際文化交流センター補助金 42

国際交流会事業補助金 500

ＡＩＣＡＳ国際交流会補助金 500

町民活動支援事業費補助金 320

経常的補助金　（96,472 千円） 経常的交付金・助成金等　（38,360 千円）
交付金・助成金名 交付金助成金額

総括安全衛生委員会交付金 70
花いっぱい運動実行委員会交付金 620
自治会等交付金 5,340
交通安全推進委員会交付金 3,550
交通安全しめ縄作成助成金 135
人権擁護委員活動交付金 240
保護司会活動費交付金 240
民生委員協議会活動費交付金 3,991
高齢者交流事業交付金 3,806
住民福祉活動交付金 300
見守り、啓発事業交付金 100
介護保険利用者負担額軽減措置助成金 998
入院給付費助成金 1,845
地区保健推進会交付金 37
風しん予防接種助成金 36
ごみボックス設置助成金 180
衛生推進協議会交付金 122
農業後継者対策協議会事業交付金 200
台風及び異常気象被害等対応資金利子助成金 262
農業用廃プラスチック処理助成金 290
農業経営基盤強化資金利子助成金 450

畜産経営改善緊急支援資金利子補給事業交付
金 227

大家畜特別支援資金利子補給事業交付金 205
経営サポート資金利子補給事業交付金 142
有害鳥獣対策協議会交付金 300
農業再生協議会交付金 2,842
家畜運搬費助成金 26
家畜放牧料助成金 88
有機農業推進協議会交付金 50
中小企業融資利子補給金 614
うまかまつり実行委員会交付金 5,000
学校保健会交付金 110
文化協会交付金 1,320
生涯学習フェスティバル事業交付金 315
成人式実行委員会交付金 259
ロビーコンサート実行委員会交付金 200
体力づくり推進協議会交付金 150
体育協会交付金 3,700

単位：千円

単位：千円
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地方債（町の借金）現在高の状況

区　　　分 令和２年度末残
高

令和３年度末
残高

令和４年度中の増減見込 令和４年度末
残高見込起債見込額 元金償還見込額

１．普通債 4,654,243 4,649,355 1,575,100 653,835 5,570,620
　⑴一般公共事業債 26,669 23,338 0 3,332 20,006
　⑵一般単独事業債 83,686 66,002 0 14,026 51,976
　⑶公営住宅建設事業債 704,109 599,051 0 88,833 510,218
　⑷学校教育施設等整備事業債 7,374 6,925 0 458 6,467
　⑸財源対策費 3,685 2,601 0 729 1,872
　⑹一般補助施設整備等事業債 2,914 0 0 0 0
　⑺過疎対策事業債 1,093,097 1,522,241 1,538,100 130,389 2,929,952
　⑻合併特例事業債 2,600,377 2,336,203 13,000 375,411 1,973,792
　⑼施設整備事業債（一般財源化分） 42,760 32,070 0 10,690 21,380
　⑽全国防災事業債 27,924 23,306 0 4,633 18,673
　⑾緊急防災・減災事業債 61,648 37,618 24,000 25,334 36,284
２．災害復旧事業債 438,400 409,234 7,100 51,314 365,020
　⑴単独災害復旧事業債 166,900 137,734 0 30,741 106,993
　⑵補助災害復旧事業債 271,500 271,500 7,100 20,573 258,027
３．減税補てん債 42,845 30,982 0 10,045 20,937
４．減収補てん債 17,408 15,550 0 1,843 13,707
５．臨時財政対策費 3,138,824 3,076,505 78,844 307,906 2,847,443

合　　計 8,291,720 8,181,626 1,661,044 1,024,943 8,817,727

単位：千円

単位：千円

令和４年度末各種基金残高（予定）

基　金　名 令和３年度末
残高

積　　　　　　　立 取り崩し額 令和４年度末
見込額一般積立 利子 計

財政調整基金 1,795,633 65,000 13 65,013 491,383 1,369,263
減債基金 372,466 0 0 0 0 372,466
まちづくり基金 1,045,547 76,124 0 76,124 183,708 937,963
産業づくり基金 189,846 19,391 0 19,391 36,673 172,564
ひとづくり基金 102,689 8,471 0 8,471 15,128 96,032
農業振興基金 133,224 12,844 1 12,845 45,000 101,069
育英基金 17,831 0 0 0 1,008 16,823
ふれあい基金 649,231 0 2 2 62,351 586,882
地域雇用創出推進基金 13,038 0 0 0 4,899 8,139
まちづくりファンド基金 236,145 2,127 0 2,127 10,000 228,272
土地開発基金 33,568 0 0 0 0 33,568

計 4,589,218 183,957 16 183,973 850,150 3,923,041
国民健康保険給付費等支払
い準備基金（国民健康保険
事業特別会計）

208,923 1,362 0 1,362 0 210,285

認知症高齢者グループホー
ム維持運営基金（介護保険
事業特別会計）

890 0 0 0 0 890

計 209,813 1,362 0 1,362 0 211,175
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